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平成２８年度の献血の推進に関する計画 

前文 

 

 ・ 本計画は、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和３１年法律第１６

０号）第１０条第１項の規定に基づき定める平成２８年度の献血の推進に関する計画で

あり、血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための基本的な方針（平成２

５年厚生労働省告示第２４７号）に基づくものである。 

 

第１節 平成２８年度に献血により確保すべき血液の目標量 

 

・ 平成２８年度に必要と見込まれる輸血用血液製剤の量は、赤血球製剤５２万リットル、

血漿
しょう

製剤２７万リットル、血小板製剤１７万リットルであり、それぞれ５２万リット

ル、２７万リットル、１７万リットルが製造される見込みである。 

・ さらに、確保されるべき原料血漿
しょう

の量の目標を勘案すると、平成２８年度には、全

血採血による１３８万リットル及び成分採血による６３万リットル（血漿
しょう

採血３１万

リットル及び血小板採血３２万リットル）の計２０１万リットルの血液を献血により確

保する必要がある。 

 

第２節 前節の目標量を確保するために必要な措置に関する事項 

      

前年度までの献血の実施状況とその評価を踏まえ、平成２８年度の献血推進計画にお

ける具体的な措置を以下のように定める。 

 

１ 献血に関する普及啓発活動の実施 

・ 国は、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、採血事業者等の関係者の

協力を得て、献血により得られた血液を原料とした血液製剤の安定供給を確保し、そ

の国内自給を推進する。そのため、広く国民に対し、治療に必要な血液製剤の確保が

相互扶助と博愛精神による自発的な献血によって支えられていることや、血液製剤の

適正使用が求められていること等を含め、献血や血液製剤について国民に正確な情報

を伝え、その理解と献血への協力を求めるため、教育及び啓発を行う。 

・ 都道府県及び市町村は、国、採血事業者等の関係者の協力を得て、より多くの住民

の献血への参加を促進するため、地域の実情に応じ、対象となる年齢層への啓発、献

血推進組織の育成等を行うことにより、献血への関心を高めることが必要である。 

・ 採血事業者は、国、都道府県、市町村等の関係者の協力を得て、献血者の安全に配

慮するとともに、継続して献血に協力できる環境の整備を行うことが重要である。こ

のため、国、都道府県、市町村等の関係者と協力して効果的なキャンペーンを実施す

ること等により、献血や血液製剤に関する一層の理解を促すとともに、献血への協力
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を呼びかけることが求められる。 

・ 国、都道府県、市町村、採血事業者及び医療関係者は、国民に対し、病気や怪我の

ために輸血を受けた患者や、その家族の声を伝えること等により、血液製剤が患者の

医療に欠くことのできない有限で貴重なものであることを含め、献血の正しい知識や

必要性を啓発し、又は協力することが必要である。 

また、少子高齢社会を迎えたことによる血液製剤を必要とする患者の増加や献血可

能人口の減少、血液製剤の利用実態等について正確な情報を提供するとともに、献血

者等の意見を踏まえつつ、これらの情報提供や普及啓発の手法等の改善に努めること

が必要である。 

さらに、献血における本人確認や問診の徹底はもとより、血液製剤の安全性の確保

のための取組の一環として、ＨＩＶ等の感染症の検査を目的とした献血を行わないよ

う、平素から様々な広報手段を用いて、国民に周知徹底する必要がある。 

・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、平成２２年１月２７日に実施された英国

滞在歴による献血制限の見直し及び平成２３年４月１日に施行された採血基準の改

正について、引き続き国民に対して十分に広報を行い、献血への協力を求める必要が

ある。 

・ これらを踏まえ、以下に掲げる献血推進のための施策を実施する。 

① 効果的な普及啓発、献血者募集等の推進 

・ 国は、献血量を確保しやすくするとともに、感染症等のリスクを低減させる等の

利点がある４００ミリリットル全血採血及び成分採血の推進及び普及のため、都道

府県及び採血事業者とともに、７月に「愛の血液助け合い運動」を、１月及び２月

に「はたちの献血」キャンペーンを実施するほか、血液の供給状況に応じて献血推

進キャンペーン活動を緊急的に実施する。また、様々な広報手段を用いて献血や血

液製剤に関する理解と献血への協力を呼びかけるとともに、献血場所を確保するた

め、関係者に必要な協力を求める。 

・ 都道府県、市町村及び採血事業者においても、これらの献血推進活動を実施する

ことが重要である。また、市町村においては、地域における催物の機会等を活用す

る等、積極的に取り組むことが望ましい。 

・ 血液製剤について、国内自給が確保されることを基本としつつ、将来にわたって

安定的に供給される体制を維持する必要がある。そのため、幼少期も含めた若年層、

企業・団体、複数回献血者に対して、普及啓発の対象を明確にしたうえで、各世代

に合わせた効果的な活動や重点的な献血者募集を実施し、以下の取組を行う。 

ア 若年層を対象とした対策 

・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、献血推進活動を行うボランティア組

織等の協力を得るとともに、機能的な連携を図ることにより、若年層の献血や血

液製剤に関する理解の促進及び献血体験の促進に組織的に取り組む。 

また、若年層への啓発には、若年層向けの雑誌、放送媒体、ＳＮＳ等インター

ネットを含む様々な広報手段を用いて、気軽に目に触れる機会を増やすとともに、
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実際に献血してもらえるよう、学生献血推進ボランティア等の同世代からの働き

かけや、献血についての広告に国が作成した献血推進キャラクターを活用する等、

実効性のある取組が必要である。 

特に１０代層への啓発には、採血基準の改正により、男性に限り４００ミリリ

ットル全血採血が１７歳から可能となったこと等について情報を伝え、献血者の

協力を得る。 

さらに、子育て中の２０歳代後半から３０歳代を中心に、血液の大切さや助け

合いの心について、親子向けの雑誌等の広報手段や血液センター等を活用して啓

発を行うとともに、次世代の献血者を育てていくために親から子へ献血や血液製

剤の意義を伝えることが重要であることから、ボランティア組織と連携した親子

が参加しやすい献血推進活動の実施、地域の特性に応じて採血所に託児スペース

の整備を行う等、親子が献血に触れ合う機会や利用しやすい環境を設ける。 

・ 国は、高校生を対象とした献血や血液製剤について解説した教材、中学生を対

象とした血液への理解を促すポスターを作成し、関係省庁と連携しながら、都道

府県、市町村及び採血事業者の協力を得て、これらの教材等の活用を通じ、献血

や血液製剤に関する理解を深めるための普及啓発を行う。 

・ 都道府県及び市町村は、若年層の献血への関心を高めるため、採血事業者が実

施する「献血セミナー」や血液センター等での体験学習を、積極的に活用しても

らえるよう学校等に情報提供を行うとともに、献血推進活動を行うボランティア

組織との有機的な連携を確保する。 

・ 採血事業者は、その人材や施設を活用し、若年層へ献血の意義や血液製剤につ

いて分かりやすく説明する「献血セミナー」や血液センター等での体験学習を積

極的に行い、正しい知識の普及啓発と協力の確保を図る。その推進に当たっては、

国と連携するとともに、都道府県、市町村、献血推進活動を行うボランティア組

織等の協力を得る。 

・ 採血事業者は、国及び都道府県の協力を得て、学生献血推進ボランティアとの

更なる連携を図り、学校等における献血の推進を促すとともに、将来、医療従事

者になろうとする者に対して、多くの国民の献血によって医療が支えられている

事実や血液製剤の適正使用の重要性への理解を深めてもらうための取組を行う。 

イ ５０歳から６０歳代を対象とした対策 

・ 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、年齢別人口に占める

献血者の率が低い傾向にある５０歳から６０歳代の層に対し、血液製剤の利用実

態や献血可能年齢等について正確な情報を伝え、相互扶助の観点からの啓発を行

い、献血者の増加を図る。また、血小板成分採血について、採血基準の改正によ

り、男性に限り６９歳まで（６５歳から６９歳までの者については、６０歳から

６４歳までの間に献血の経験がある者に限る。）可能となったことについて情報

を伝え、献血者の確保を図る。 

ウ 企業等における献血の推進対策 
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・ 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、献血に協賛する企業

や団体を募り、その社会貢献活動の一つとして、企業等における献血の推進を促

す。また、血液センター等における献血推進活動の展開に際し、地域の実情に即

した方法で企業等との連携強化を図り、企業等における献血の推進を図るための

呼びかけを行う。 

・ 採血事業者は、企業等に対して、「献血セミナー」を実施し、正しい知識の普

及啓発を図る。 

・ 国及び採血事業者は、企業等に対して、特に２０歳代から３０歳代の労働者の

献血促進について協力を求める。 

エ 複数回献血者対策 

・ 国及び採血事業者は、都道府県及び市町村の協力を得て、複数回献血者の協力

が十分に得られるよう、平素から血液センターに登録された献血者に対し、機動

的かつ効率的に呼びかけを行う体制を構築する。また、献血に継続的に協力が得

られている複数回献血者の組織化及びサービスの向上を図り、その増加に取り組

むとともに、献血の普及啓発活動に協力が得られるよう取り組む。 

② 献血運動推進全国大会の開催等 

・ 国は、都道府県及び採血事業者とともに、献血により得られた血液を原料とした

血液製剤の国内自給を推進し、広く国民に献血や血液製剤に関する理解と献血への

協力を求めるため、７月に献血運動推進全国大会を開催するとともに、その広報に

努める。また、国及び都道府県は、献血運動の推進に積極的に協力し、模範となる

実績を示した団体又は個人を表彰する。 

③ 献血推進運動中央連絡協議会の開催 

・ 国は、都道府県、市町村、採血事業者、献血推進活動を行うボランティア組織、

患者団体等の代表者の参加を得て、効果的な献血推進のための方策や献血を推進す

る上での課題等について協議を行うため、献血推進運動中央連絡協議会を開催する。 

④ 献血推進協議会の活用 

・ 都道府県は、献血や血液製剤に関する住民の理解と献血への協力を求め、血液事

業の適正な運営を確保するため、採血事業者、医療関係者、商工会議所、教育機関、

報道機関、ボランティア組織等から幅広く参加者を募って、献血推進協議会を設置

し、定期的に開催することが求められる。市町村においても、同様の協議会を設置

することが望ましい。 

・ 都道府県及び市町村は、献血推進協議会を活用し、採血事業者、血液事業に関わ

る民間組織等と連携して、都道府県献血推進計画の策定のほか、献血や血液製剤に

関する教育及び啓発を検討するとともに、民間の献血推進組織の育成等を行うこと

が望ましい。 

⑤ その他関係者による取組 

・ 官公庁、企業、医療関係団体等は、その構成員に対し、ボランティア活動である

献血に対し積極的に協力を呼びかけるとともに、献血のための休暇取得を容易にす
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るよう配慮する等、進んで献血しやすい環境作りを推進することが望ましい。 

 

２ 献血者が安心して献血できる環境の整備 

・ 採血事業者は、献血の受入れに当たっては献血者に不快の念を与えないよう、丁寧

な処遇をすることに特に留意し、献血者の要望を把握するとともに、採血後の休憩ス

ペースを十分に確保する等、献血受入体制の改善に努める。また、献血者の個人情報

を保護するとともに、国の適切な関与の下で献血による健康被害に対する補償のため

の措置を実施する等、献血者が安心して献血できる環境整備を行う。 

・ 採血事業者は、特に初回献血者が抱いている不安等を払拭することはもとより、採

血の度ごとに、採血の手順や採血後に充分な休憩をとる必要性、気分が悪くなった場

合の対処方法等について、映像やリーフレット等を活用した事前説明を十分に行い、

献血者の安全確保を図る。 

・ 採血事業者は、採血所における地域の特性に合わせた、献血者に安心、やすらぎを

与える環境作り等、なお一層のイメージアップを図り、献血者の増加を図る。 

・ 国及び都道府県は、採血事業者によるこれらの取組を支援することが重要である。 

 

第３節 その他献血の推進に関する重要事項 

 

 １ 献血の推進に際し、考慮すべき事項 

① 血液検査による健康管理サービスの充実 

・ 採血事業者は、献血制度の健全な発展を図るため、採血に際して献血者の健康

管理に資する検査を行い、献血者の希望を確認してその結果を通知する。また、

低色素により献血ができなかった献血申込者に対して、栄養士等による健康相談

を実施する。 

・ 国は、採血事業者によるこれらの取組を支援する。また、献血者の健康管理に

資する検査の充実は献血の推進に有効であることから、本人の同意の上、検査結

果を健康診査、人間ドック、職域検査等で活用するとともに、地域における保健

指導にも用いることができるよう、周知又は必要な指導を行う。 

・ 都道府県及び市町村は、これらの取組に協力する。 

② 献血者の利便性の向上 

・ 採血事業者は、献血者の利便性に配慮しつつ、安全で安心かつ効率的に採血を行

うため、具体的には、立地条件等を考慮した採血所の設置、地域の実情に応じた移

動採血車による計画的採血及び献血者が利用しやすい献血受入時間帯の設定、子育

て世代に対応した託児スペースの整備等、献血受入体制の一層の整備及び充実を図

る。 

・ 都道府県及び市町村は、採血事業者と十分協議して移動採血車による採血等の日

程を設定し、そのための公共施設の提供等、採血事業者の献血の受入れに協力する

ことが重要である。また、採血事業者とともに、献血実施の日時や場所等について、
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住民に対して献血への協力が得られるよう、十分な広報を行う必要がある。 

③ 血液製剤の安全性を向上するための対策の推進 

      ・ 国は、「輸血医療の安全性確保のための総合対策」に基づき、採血事業者と連携

し、献血者に対する健康管理サービスの充実等による健康な献血者の確保、献血者

の本人確認の徹底、ＨＩＶ等の感染症の検査を目的とした献血を防止するための措

置等、善意の献血者の協力を得て、血液製剤の安全性を向上するための対策を推進

する。 

  ④ 採血基準の在り方の検討 

      ・ 国は、献血者の健康保護を第一に考慮しつつ、献血の推進及び血液の有効利用の

観点から、採血基準の見直しの検討を行う。 

  ⑤ まれな血液型の血液の確保 

・ 採血事業者は、まれな血液型を持つ患者に対する血液製剤の供給を確保するた

め、まれな血液型を持つ者に対し、その意向を踏まえ、登録を依頼する。 

・ 国は、まれな血液型の血液の供給状況について調査する。 

  ⑥ ２００ミリリットル全血採血の在り方について 

・ 国、都道府県、市町村及び採血事業者は、血液製剤の安全性、製造効率、医療機 

関の需要の観点から、献血を推進する上では、４００ミリリットル全血採血を基本 

として行う必要がある。 

・ しかしながら、将来の献血基盤の確保という観点からは、若年層の献血推進が非

常に重要であることから、若年層に対しては、学校と連携して「献血セミナー」を 

実施する等、献血を周知啓発する取組を積極的に行うとともに、特に高校生等の献

血時には、４００ミリリットル全血採血に献血者が不安がある場合は２００ミリリ

ットル全血採血を推進するなど、出来る限り献血を経験してもらうことが重要であ

る。 

    

２ 血液製剤の在庫水準の常時把握と不足時の的確な対応 

・ 国、都道府県及び採血事業者は、赤血球製剤等の在庫水準を常時把握し、在庫が不

足する場合又は不足が予測される場合には、その供給に支障を及ぼす危険性を勘案し、

国及び採血事業者が策定した対応マニュアルに基づき、早急に所要の対策を講ずるこ

とが重要である。 

  

３ 災害時等における献血の確保等 

・  国、都道府県及び市町村は、災害時等において献血が確保されるよう、採血事業

者と連携して必要とされる献血量を把握した上で、様々な広報手段を用いて、需要

に見合った広域的な献血の確保を行う。併せて、製造販売業者等の関係者と連携し、

献血により得られた血液が円滑に現場に供給されるよう措置を講ずることが必要

である。また、採血事業者は、災害時における献血受入体制を構築し、広域的な需

給調整等の手順を定め、国、都道府県及び市町村と連携して対応できるよう備える
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ことにより、災害時における献血の受入れを行う。 

・  さらに、広域的な大規模災害の発生に備え、国及び採血事業者は、災害時等にお

ける献血血液の製剤化に支障を来さないための設備の整備を実施する必要がある。 

・  平成２３年３月の東日本大震災により、東北地方の一部の地域（岩手県、宮城県、

福島県）で献血の受入れができない状況となったが、全国の非被災地において被災

地域の需要分を加えた献血血液を確保することによって、血液製剤を安定的に供給

することができた。今後も、献血血液の確保に支障を来さないよう、継続的に全国

的な献血の推進を図っていくことが重要である。 

・  また、東日本大震災の際には、停電や一般電話回線（携帯回線を含む。）の輻輳
ふくそう

により、通信手段の確保が困難となったほか、精油所等の被災や燃料の流通に支障

が生じたことにより、移動採血車等の燃料の確保も困難となった。このことから、

国、都道府県、市町村及び採血事業者は、災害時等に備えた複数の通信手段の確保

や燃料の確保が確実に行われるよう対策を講ずる必要がある。 

 

  ４ 献血推進施策の進捗状況等に関する確認と評価 

・ 国、都道府県及び市町村は、献血推進のための施策の短期的及び長期的な効果及び

進捗状況並びに採血事業者による献血の受入れの実績を確認し、その評価を次年度の

献血推進計画等の作成に当たり参考とする。また、必要に応じ、献血推進のための施

策を見直すことが必要である。 

   ・ 国は、献血推進運動中央連絡協議会等の機会を活用し、献血の推進及び受入れに関

し関係者の協力を求める必要性について献血推進活動を行うボランティア組織と認

識を共有し、必要な措置を講ずる。 

・ 採血事業者は、献血の受入れに関する実績、体制等の評価を行い、献血の推進に活

用する。 
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